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第⚑節 はじめに
1960年代の高度経済成長期には、中山間地域に住む
若者たちは就職や進学の為に、東京や大阪などの大都
市圏に移住していった。若者を中心とした地域外への
人口流出により、中山間地域の人口は減少し、高齢者
ばかりが残され地域内の人口再生産力は奪われた。こ
れにより、人口の年齢構成は一段と高齢化し過疎化が
生じた。1980年代後半以後には、大都市圏への移住者
は減少したものの中山間地域では少子化、高齢化が止
まることはなかった。地方の市町村は、政府の過疎対
策政策に依拠して、その対策に尽力してきたが、地域
内の死亡率が出生率を上回る「自然減」の発生という
形で再び目立った人口減少が起きることとなった（石
原、2014年）。
過疎は、地域社会における活力を低下させ、生産機
能及び生活環境の整備などにも影響をもたらし、農林
業の衰退、地域空間の荒廃といったさまざまな問題を
引き起こしている。これらの問題は相互に深く関係し
合っており、加速度的に問題を広げ、地方自治の衰退
を招き、農業を取り巻く環境を益々厳しくしている。
中山間地域は集落の歴史や文化の継承、地域資源の
保持、生活環境の維持など多様な役割を担っており、
こうした地域の崩壊は、日本社会存続の危機に陥ると
いっても過言ではない。中山間地域を存続させるため
には、地域を活性化させる事が必要であり、地域住民
の生活の質の維持には、人口減少、人口流出を抑制す
る事が重要だと考えられる。

第⚒節 研究の目的と方法
この問題を直接的に解決する方法として「移住定住
促進政策」が挙げられる。そこで、本研究では「移住
定住促進政策」でこの問題に歯止めがかけられるのか

について分析を行う事とした。
大都市から中山間地域を含めた地方の農山漁村へ移
住者が出現してきたのは、1990年代である。大都市と
りわけ東京地域への人、もの、金、情報の集中の中、
1990年初頭のバブル経済崩壊後に大都市から地方の農
山漁村への移住が注目を浴び始めてきた。これは過密
や過剰な競争、環境の悪化などにより、生活のゆとり
をなくした大都市に住む人々の農村志向や自然志向、
ロハスな生活「田舎くらし」への憧れであり、それは
Ｕターン、Ｉターンという形で表れてきた。後述する
「半農半Ｘ」という新しい生き方のコンセプトが登場
したのもこのころである。こうした現象によって、過
疎に悩む地方の住民や自治体でもこれらのＵ・Ｉター
ン者への注目が次第に深まり、移住者への支援政策が
試みられるようになる。
少子高齢化の進む中山間地域にとってＩ・Ｕターン
者の定住をいかに促進させるかは、地方自治体に共通
する大きな課題である。それとともに地域で育った
人々の流出をいかに止めるかという施策についても実
施すべきであると考える。本研究においては、「半農
半Ｘ」の発祥の地である京都府の山間部にある綾部市
を事例に取り上げ、綾部市の存続のためには、移住定
住促進政策が重要な条件になるとしたうえで、どのよ
うな条件があればＩ・Ｕターン者が定住できるのか、
どのような課題が残っているかを考察する。
研究方法としてはフィールド調査を実施し、質的
データ収集とその分析を行った。具体的には、対象地
域である綾部市の綾部定住サポート窓口を訪問し、近
年定住の人数、年齢帯、定住後の職種などについてヒ
アリングを行うと共に、定住前後の職業の変化、定住
の理由、定住後の課題など、Ｉターン、Ｕターン者に
ヒアリング調査を実施した（表⚑参照）。
収集したデータを分析し、定住政策の効果と定住促
進に対し何が障壁になっているのかをつきとめる。又、
大学生にアンケート調査を行い、現在の大学生が中山
間地域に定住する意向の有無、問題点などについて調
査した。研究について整理と分析を行い、同時に関係
する文献研究と資料のまとめも進めた。
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第Ⅰ章 日本における中山間地域の現状について

第⚑節 現代における中山間地域の存在意義
中山間地域とは元来農業行政用語であり、初めて使
われた1989年の農業白書では平野の外縁部から山間地
までを指す、農業統計上は耕地率が低く林野率が高い、
農地の傾斜度が大きいなど農業生産に不利な地域であ
る。山地の多い日本ではこのような中山間地域が国土
面積の約⚗割を占めているとともに、総人口の約14％
が居住する地域である（農林水産省ホームページ参
照）。しかしながら、中山間地域では人口減少に歯止
めがかからず、過疎化、高齢化が進行している。また、
同白書によれば中山間地域農業は、全国の耕地面積の
約⚔割、総農家数の約⚔割を占めるなど、日本の農業
の中で重要な位置を占めている。
国土の大部分を森林が占める日本において、中山間
地域の農村は長年、人間生活の基盤を支える重要な役
割を果たしてきた。多くの文化や知恵が農村の生活の
中から生まれている。互いの労へのいたわり、生活の
安定と豊作への人々の祈りがうまく具現化されている
「祭り」は好例である。祭りは今でも都市を含む多く
の地域でこの現代に継承されている。中山間地域は、
近代化が進行し、都市との対比の中に中山間地域が描
かれるようになっても、食糧や水資源の供給地として、
教育空間や保健休養地として、機能を果たしてきた。
人の手が加わった肥えた土地は、洪水の防止機能や国
土も保全する。中山間地域は自然との共生と調和の中
に人間が生きる術を蓄える場所である（静岡、Ｐ11）。
中山間地域は、地域ごとに多様性を有することに留意
する必要があるが、概して以下にみるように傾斜地が
多く、平坦な土地が少ない上、耕地も狭小でかつ分散
していること、また、都市地域へのアクセス条件が悪
いこと等から、農業の発展、多様な就業機会の創出、
生活の利便性の享受などにつき不利な面を多く抱えて
いる。
地域経済発展のためにこれまで基幹産業である農林

業の振興やグリーン・ツーリズムの促進をはじめ、さ
まざまな施策が講じられてきた。しかし、それにもか
かわらず依然として過疎化が進み、集落そのものの維
持が困難な集落も発生し、問題が以前にも増して深刻
化している。

第⚒節 中山間地域の人口動態と課題及び集落の現状
農林水産省によると農業地域類型別に将来人口を推
計すると、2035年の人口は2005年に比べ、都市的地域
では⚑割減少するのに対し、山間農業地域では⚓割も
減少するとされている。また、高齢化率は、各類型と
も増加し、特に山間農業地域では2020年には40％に達
すると推計されている（図⚑参照）。
限界集落という用語が初めて定義されたのは1991年
のことであるが、大野は、限界集落を超えた集落は
「消滅集落」へと向かうとし、集落が集落として維持
されていくためには、集落の社会共同性を基礎とする
自治の担い手が絶えず再生産されなければならないと
指摘した（大野、1991年）。
また、国土交通省は、2000年と⚗年後の2007年に過
疎地域等の集落の調査を実施し、2007年調査では、過
疎地域市町村における62,273集落（2006年⚔月⚑日時
点）のうち「10年以内に消滅する集落を423集落」、
「いずれ消滅する集落を2220集落」とした。1995年の
農村地域環境総合調査報告書によると幼年人口の減少
の中で、小学生のいない集落は山間部では10％を超え
ている。学校の統廃合はかなり早い時期から行われて
いたが、結果として小規模校を統廃合に追い込み、そ
れがまた過疎化に一層の拍車をかける結果となった。
ただ、政府が何も対策を講じてこなかったわけではな
い。山振法、過疎法等を制定し、問題改善策を打ち出
している。次章では、国家および地方自治体による中
山間地移住定住促進政策の変遷と現在の取組について
概観し、その課題について検討する。
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表 1 ヒアリング調査内容

日 時 インタビュー先 インタビュイー

2015 蕎麦屋（志賀郷町町ノ下31） Ｉターン（うどん屋店主）

2016.9.3 13：30-15：00 綾部市役所 市長

2016.9.3 17：00-18：00 NPO 法人里山ネット・あやべ 事務局代表

2016.9.4 染色工房（兎遊） Ｉターン者（⚒拠点で暮らす）

2016.9.6 9：00-11：30 綾部市役所 定住促進課

2016.9.6 12：00-13：00 カフェ（京都府綾部市武吉町） 店主

2016.9.6 13：30-15：00 NPO 法人里山ネット・あやべ 事務局代表

2016.11.12 9：00-12：00 志賀郷 定住支援 NPO 法人代表

2016.11.12 12：00-14：00 うどん店（志賀郷） Ｉターン者（来客者）



第Ⅱ章 中山間地域に対する移住定住促進政策
について

第⚑節 国家政策としての移住定住促進政策と
その変遷

⑴ 国土計画における中山間域地振興政策
政府が最初に中山間地域の過疎化対策として施策を
行ったのは国土計画においてである。第三次全国総合
開発計画は1977年に制定され、経済面、生活面で不利
な条件にある中山間地域の振興を図る事が盛り込まれ、
全国的に人口の地方定住化への傾向が強まった。1987
年の第四次全国総合開発計画は、三全総が掲げた定住
構想が着実に推進されつつあるとの認識を元に新たに
取り組まれ、三全総から続く地方の開発計画の見直し
と新たな定住政策が加えられた。当時、自然志向の高
まりやライフスタイルの変化等も大きく影響し、農村
地域への人口移動が見られるようになった。全国総合
開発計画以外にも過疎対策、山村振興法などの法律も
制定され、中山間地域における生活環境、産業基盤な
どの整備を強化し、住民福祉の向上と地域格差の是正
に寄与し、都市部の人口が中山間地域への移動する事
に貢献した。しかし構想の展開を先導する施策として
東京圏の臨海部開発などの大規模な都市開発プロジェ
クトとそのあとのパブル経済の崩壊と金融不安によっ
て大きな影響を受け、見直しを余儀なくされた。
第三次全国総合開発計画の中で注目されたのは「生
活」と「地方」だった。景気低迷もあって地方圏から
大都市圏への人口移動が沈静化し、地方の良さが見直
された時代背景もあり、定住圏構想のもとに開発が行
われた。その結果、地方の居住環境が向上したことに
よって、⚓大都市圏への人口の集中は鎮静化し、定住
構想は一定程度進展した。しかし、1980年代に入ると、
東京圏への都市機能の一極集中が再び加速化し、人口
の再集中が生じた。国全体として、多様な価値観がは
ぐくまれる必要があることから、東京一極集中を是正

して、国土の均衡ある発展を達成しなければならない
との政策理念をもって、第四次全国総合開発計画へと
シフトしていった。はじめて「定住人口」の概念が使
われたのはこの計画からである（吉川 Ｐ3）。
第四次全国総合開発計画（四全総）は、1987年に策
定され、2000年を目標に多極分散型国土の形成（安全
で潤いのある国土の上に、特色ある機能を有する多く
の極が成立し、特定の地域への人口や経済機能、行政
機能など諸機能の過度の集中がなく、地域間で相互に
補完、触発しあいながら交流している国土を指す）を
基本理念とした開発計画である。1980年代に入り顕著
になった東京圏の人口流入超過傾向、地域間の所得格
差の拡大傾向に対応するための措置と、三全総フォ
ローアップにおける「人口の地方定住傾向は強まって
いる」、「三全総が掲げた定住構想は着実に推進されつ
つある」との認識を基に新たに取り組まれた（第四次
全国総合開発計画ホームページ）。
21世紀の国土のグランドデザイン（五全総）は、
1998年に策定され、2010年から2015年を目標に推進さ
れる第五次の国土総合開発計画である。「第五次全国
総合開発計画」としなかったのは、これまでの国中心、
開発中心の国土計画の考え方とは一線を画す意味を込
めており、国土総合開発法が国土形成計画法へと名称
を変更するなど国土計画行政転換の流れの嚆矢となっ
たためである。基本目標は人口減少・高齢化時代、高
度情報化時代に対応するための開発を行うものとして
いる。計画の実現に向けた取組みとして、地域住民・
ボランティア団体・民間企業等の多様な主体による地
域づくりを全面的に展開する「参加と連携」を掲げ、
公的主体と民間主体、国と地方の間の適切な役割分担
の必要性を唱えた。多自然居住地域の形成や都道府県
境を越えた市町村の連携による地域連携、豊かな生活
空間の再生や経済活力の維持を図るための大都市空間
の修復・更新、地域の活性化を図るための施策が盛り
込まれ、国土計画の理念の明確化の要請や、地方分権、
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行政改革等の諸改革に対応するための抜本的な見直し
と、新たな国土計画体系の確立を目指すこととした。
これは第三、四全総より第五全総が進歩しているとこ
ろである。これら三全総から続く地方の開発計画の見
直しと定住政策に加え、自然志向やライフスタイルの
変化等が大きく影響し、農村地域への人口移動や、双
方向的な移動が見られるようになった（吉川 Ｐ5）。
全国総合開発計画での定住促進政策に関する政策の概
要は表⚒に示す。

⑵ 国家政策による IU ターン推進の取り組み
労働省（現厚生労働省）は1972年の労働白書におい
て「Ｕターンとは地方から大都市へ流入した労働者が
大都市の企業を退職し、出身地に戻ること」とし、食
料・農業・農村白書においては「大都市圏の居住者が
地方に移住する動きＵターンは出身地域に戻る形態」
としている（労働白書、1972年、1988年）。これらの
見解から、各々の概念の詳細は多岐にわたるものであ
るが、基本概念として「出身地域から就業のために都
市部へと移住を行い、出身地域へ帰る動き」をＵター
ンとしている。このＵターンに次ぐ移住の形態として
使用されるようになった表現が、Ｊターンと⚑ターン
である。Ⅰターンに関しては、大都市圏を主とする生
活者が、地方へと移住する形態を指して用いられてい
る。これらの表現に関し、様々なライフスタイルが見
られるようになった今日においては、一般書・学術文
献・公的な報告書で扱われるようになったが、その概

念や解釈の歴史的変遷について触れずに使用される傾
向にある。食料・農業・農村白書（農業白書）におけ
る移住者に関する記述を抜き出し、その題目と内容を
巻末の資料において整理した（1962年～2006年）。そ
れらを簡略化したものが以下の図⚒である。

⑶ 考 察
本節で中山間地域の過疎化に対して政策を述べた。
日本国家は90年代には中山間地域の重要性を意識しな
がら、第三次全国総合開発計画から21世紀の国土のグ
ランドデザインまで、中山間地域の人口減少に歯止め
をかける為に多くの政策を実施してきた。第三次全国
総合開発計画では地方都市と周辺地域を一体化して生
活基盤整備を進めて住みやすい地域づくりが目標で
あった。そして地方都市から首都圏への人口流出を止
め、地域間の所得格差を解消することが最終的目標で
あった。しかし、地方都市では高齢化が進んでおり、
就労人口の確保が難しく巨額の産業基盤整備への投資
にためらいがあった。首都圏や既存の工業都市から、
地方移転をめざす政策的誘導はあっても、採算を最優
先する企業とって低賃金の若年労働者を集めることが
困難なことは解かり切っており、労働集約的な工業の
移転は少なく、広い土地を利用する工場だけが移転し
た。地方にとっては、定住圏構想のメリットはなかっ
た。
第四次全国総合開発計画では「改めて地方活性化、
地方の定住条件の改善が必要である」としている。全
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表 2 全国総合開発計画概要

全国総合
開発計画

新全国総合
開発計画

第三次全国総合
開発計画

第四次全国総合
開発計画

21世紀の国土
グランドデザイン

策 定 日 1962年10月 5 日 1969年 5 月30日 1977年11月 4 日 1987年 6 月30日 1998年 3 月31日

目標年次 1970年 1985年
1977年からおおむね
10年

おおむね2000年 2010年から2015年

基本目標
地域間の均衡ある発
展

豊かな環境の創造
人間居住の総合的環
境を計画的に整備

多極分散国土の構築

多軸型国土構造を目
指す長期構想（50年
程度先）実現の基礎
づくり

開発方式
(推進方式)

拠点開発方式
大規模なプロジェク
ト構想

定住圏構想
交流ネットワーク構
想

参加と連携

背 景

高度経済成長への移
行

高度成長経済 安定成長経済
人口・諸機能の東京
一極集中

地球時代（地球環境
問題、大競争、アジ
ア諸国との交流)

過大都市圏問題、所
得格差の拡大

人口・産業の大都市
集中

人口・産業の地方分
散の兆し

産業構造の急速な変
化などにより、地方
圏での雇用問題の深
刻化

人口減少・高齢化時
代

所得倍増計画（太平
洋ベルト地帯構想)

情報化・国際化・技
術革新の進展

国土資源、エネル
ギーなどの有限性の
顕在化

本格的な国産の進展 高度情報化時代

(出典：農村地域への移住者の増加都歴史的変遷）
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1987年：Ｕターン青年、農外からの新規参入青年等を地域の農業の新たな担い手とし
　　　　て構成

1991年：会社勤務等をやめて農業に参入する非農家出身の若者が少数ではあるが増加
　　　　傾向にあり、これらを支援する取組が各地にみられる

2004年：都市においては、ゆとりややすらぎを求め、農村へのＵターン等への願望・
　　　　ニーズが高まるなど新たな兆しがみられる

定年後に故郷に戻る動きがみられる

農村地域を知る手段としてのグリーン・ツーリズムの重要性

農村地域への移住グリーン・ツーリズムでの経験

農村地域への移住以外の居住形態として

ふるさと暮らしや田舎暮らしに対する潜在的志向が強まるなかで、最
近、都市住民が都市と農村に住まいを設け、双方を行き来しながら生
活する二地域居住に対する関心が高まっている

都市住民の積極的な受入れに向け、住居や仕事等生活
基盤の確保の支援や、都市への情報発信が重要

これまで地域にみられなかった企業家精神を発揮し、地域農
業にとって大きな刺激となっている

1993年：近年では他産業に従事したのちに就農するというパターンが主流

1996年：「IJU ターン就農促進対策事業」の導入

UJI ターン者 「定年帰婦」的な就農的な就農機会の拡大

UJI ターン者 地元定着志向の若い人たちや、新規就農者、UJI ターン者は、
新しい発想や様々な分野での人々との出会い等を通じたノウ
ハウ等の知恵を有しており、地域活性化を図るうえでの貴重
な人的資源

UJI ターン者による都市農村交流の取組への参画等により、
集落の維持・再生に成功している事例もある

2006年：団塊世代の 5割は、三大都市圏に居住しているが、近年、中高年層では、
　　　　出生県へのＵターンのきざしやふるさと暮らしに対する志向がみられる

2000年：都市との交流・連携が新たな活性化の契機として広がる傾向にある

1995年：農村と都市の交流活動が活発化。交流のタイプも「体験農園等」、「国際交
　　　　流」等が加わり、多様化。近年、このようななかで、グリーン・ツーリズム
　　　　（農山漁村滞在型余暇活動）が、多様な就業の場の創出という観点からも注
　　　　目される

1989年：都市住民等が豊かな自然環境やゆとりのある生活空間を求めて農村へ移り住
　　　　む働きもみられ、芸術・文化、福祉村、別荘村、シルバータウン等多様な形
　　　　態での農村居住への取組が行われている

新しい農村居住の働きが注目される

都市部に居住している農家出身の青壮年層のなかに、土曜
日や日曜日の週末に親元に帰って農業に従事するいわゆる
「ウィークエンドファーマー」とよばれる者がみられる

白書での取り上げ内容全国総合開発計画・法整備

1987年：第四次全国総合開発計画

1998年：21世紀の国土のグランドデザイン

図 2　全国総合開発計画の変遷

（出典：吉川　Ｐ13）



国各地で様々なプロジェクトが乱立気味に計画され、
事業が着手されたが、それらの多くは、その後のバブ
ル経済の崩壊と金融不安、国及び地方公共団体の財政
悪化などによって、大きな影響を受け、見直しを余儀
なくされた。図⚒からもわかるように、21世紀国土の
グランドデザインの段階に入り、Ｕターン者だけでな
く、Ｉターン者と位置づけられる移住者たちが注目さ
れることとなる。2000年には、都市から農村への移住
者が、農村の活性化に強く影響していると考えられる。
すなわち、都市からの移住者がこれまで農村にみられ
なかった企業家精神を発揮し新たな取り組みを行う事
が、地域農業従事者にとっても大きな刺激となり地域
社会へ影響を与えた。この移住者に対する扱いの変化
のなかで、移住者の動きや対応策が変わってきている
が、移住者がＵターンから UJI ターンに変わり、そ
して、移住後に単に労働を行うことから、企業家精神
を発揮することや新しい発想を活かすことで地域社会
の刺激となるなど、移住者自身の質的側面も変化して
きている。様々な活性化策よりも、移住者が地域社会
での生活の中で巻き起こす役割と効果への注目が集
まっているとしている。
しかし、第三、四、五次全国総合開発計画を通して、
都市部から農村部の人口の還流現象は進んでいる地域
もあるが総合的には流出が続いており、どの総合開発
計画にしても具体的な定住促進政策が見られなかっ
た。。国は、これからの中山間地域の定住政策につい
てどう具体的に取り組むのか考える必要があるだろう。
例えば、過疎法では、雇用の場を確保し、若者の定着
を図ることが過疎化と高齢化の悪循環を断ち切る最善
策とし、昭和50年から60年にかけて、2400社を超える
企業が農村部に立地し約10万人にのぼる就業の場が創
出された。このことは、雇用の増大で若者定住に積極
的な役割を果たしたと考えられている。一定の効果を
上げたとされている。

第⚒節 京都府における移住定住促進政策
京都府においても人口の減少は強い危惧を抱かずに
はいられない状況にある。特に大学の極端に少ない地
域である京都府北部においては、大学進学・就職を契
機とした若者の流出が著しい。そこで、若者の転入を
促進し、人口再生産を図るためには何が必要なのか考
察する事を目的として、京都府内における定住促進政
策について考察する。

⑴ 京都府における人口動態
京都府人口ビジョンによると、京都府の人口は、
2004年の約265万人をピークに減少、2005年以降は自
然減となっている、一方老年人口は増加の一途である。
2015年国勢調査によると京都府の人口は261万140人で、
2010年の前回調査より⚒万5,952人（⚑％）減った。

市町村別では、⚔市⚒町が増加した一方、11市⚙町村
が減少した。主に府北部や小規模な町村での人口減少
が目立つ。
京都府北部地域の出生率は京都府平均のみならず、
全国平均も上回る水準である。一方で、図⚓から分か
るように、大学進学時を含む15-19歳の人口の転出が
大きく、20-29歳の人口の転入があるものの、全体と
しては社会減である。

⑵ 京都府の移住定住促進の取り組み
人口減少に対応するため、現在京都府では、京都、
大阪及び東京に移住相談窓口を設ける事により、田舎
暮らしを希望する人のニーズにきめ細かく対応し、相
談対応から現地案内、地域定着まで伴走支援を行って
いる。又、移住の促進のために必要な空き家の改修を
支援するとともに耕作放棄地の再生・活用にも取り組
んでいる。

① 京都府移住の促進のための空き家及び耕作放棄地
等活用条例

2016年度に「京都府移住の促進のための空き家及び
耕作放棄地等活用条例」が京都府より施行された。こ
の条例は、1．市町村、関係機関等と連携して、空き
家及び農地の活用による移住の促進並びに地域住民の
居住環境の保全に関する施策の推進を図り、もって地
域の活性化に寄与することを目的として定められてい
る。2．提供可能な空き家・農地の掘り起こしについ
ては、空き家所有者の責務（施策協力、適切管理）を
うたっている―『移住促進特別区域』内の空き家所有
者の方々は、空き家・農地の実態調査への協力や空き
家バンクへの登録などの活用を、『移住促進特別区域』
内の住民の方々は、移住希望者の対応への協力などを
お願いするとしている。3．空き家・農地情報の管
理・提供については、支援対象となる空き家・農地の
登録制度を設けている―対象となる空き家・農地を登
録し、情報を公開するというしくみである。4．移住
に係る経済的負担の軽減については、移住者、事業者
への支援措置を実施するとしている。―登録空き家及
び登録農地の取得に係る不動産取得税の税率を通常の
⚒分の⚑に軽減する。登録空き家及び登録農地の活用
による移住の促進を図るため、空き家改修等に必要な
経費に対して、予算の範囲内において、補助金を交付
する。市町村、金融機関等と連携し、登録空き家の取
得・改修及び登録農地の取得に必要な資金の調達に係
る金利負担を軽減するための措置を講じる。具体的に
は、定住希望者が空き家を購入もしくは賃貸する場合
の改修費に補助が出るされる際に補助金がでる。定住
希望者へは最大で180万円の補助金を出されているが、
その内訳としては、京都府90万円、綾部市90万円と
なっている。
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② 京の田舎ぐらし・ふるさとセンター
京の田舎ぐらし・ふるさとセンターは、京都府の農
山漁村地域に移住して田舎暮らしをしたい人や、受け
入れ先となる地域を支援している。京都府の外郭団体
で一般社団法人京都府農業会議内に設置されている。
都市部での田舎暮らしセミナーや現地見学ツアーなど
のイベントも開催している。
また、大阪窓口と東京窓口に「京都移住コンシェル
ジュ」を配置し、京都府での田舎ぐらしを希望する人
のニーズにきめ細かく対応し、相談対応から現地案内、
地域定着まで伴走支援を行う。京都窓口は、京都府内
で田舎暮らしを始めたい人のための総合窓口であり、
田舎暮らしを始めるにあたっての地域の情報を提供す
るとともに、京都府での農山村へ、の移住を考えてい
る人の農村での暮らし相談を行っている。さらに
『Ｕ・Ｉターン登録』する事により、専任アドバイ
ザーによるＵ・Ｉターン就職情報や相談が受けられる。

市町村との連携については、京の田舎ぐらし暮らし・
ふるさとセンターに来た人を市町村に紹介したり、市
町村でおこなう行事やイベントを広報で流したりして
連携をしている。KBS 京都テレビ「京都あかでみー」
の特集で、「新たなライフスタイルを求めて」として
活動がとりあげられており（2016年10月放送）、番組
内の報告では、相談者数も平成25年で198件、平成26
年で501件、平成27年で1,180件と年々伸びている。

⑶ 考 察
京都府における取り組みの結果として、京の田舎ぐ
らし・ふるさとセンターへの相談数と移住者数は「平
成25年 相談数198件―移住者数35人」、「平成26年
相談数501件―移住者数108人」、平成27年 相談者数
1,180件―移住者数288人」。2013年にコンシェルジュ
の設置により 2015 では相談者集が⚖倍近くになって
いる。一定の成果をあげている。
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図 3　京都府北部地域人口動向

中丹地域：福知山市・舞鶴市・綾部市

丹後地域：宮津市・京丹後市・伊根町・与謝野町

（出所：京都府人口ビジョン）



国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、
2005年から始まった総人口の減少は今後も続き、2040
年には約222万人となり、その後も減少に歯止めがか
からない。出生率が2040年に人口置換水準とされる
2.07程度にまで上昇すれば、総人口は2080年に約213
万人で減少に歯止めがかかる。ただし、この場合にお
いても、北・中部地域においては依然減少に歯止めが
かからない。さらに2015年10月に発表した京都府人口
ビジョンによると、北・中部地域において2030年に社
会減が解消し、2040年以降3,600人／⚕年の社会増が
実現すれば、京都府内のすべての地域で人口減少に歯
止めがかかり、総人口は2080年に約224万人で維持さ
れるそうである。こうした見通しのもと、定住人口対
策に全力を挙げて取り組みつつ、現実の人口動向も勘
案しながら、交流人口の拡大もめざした施策を推進す
る必要があり京都府としてもさまざまな取り組みを実
施しているのである。

第Ⅲ章 京都府綾部市移住定住促進政策について

社会減の著しい京都府内の状態の中で、積極的な移
住定住促進のための活動・政策を行ってきたのが綾部
市である。綾部市の移住定住促進政策の取り組みは京
都府内で先進的な取り組み事例とされ、社会から高い
評価を受けているが、綾部市の若者も進学と就職で転
出する人が多く、現状としては毎年人口減少が続いて
いる。
綾部市は2011年に策定した第⚕次綾部市総合計画に
おいて将来像を「住んでよかった…ゆったり安らぎの
田園都市・綾部」と定めた。その都市像を実現するた
めの重点課題として「少子高齢化への対応」「次代を
担う人材の育成」をあげ、必要な施策に取り組んでい
る。2014年には地方創生法が制定され、人口減少に歯
止めをかけるとともに東京圏への人口の過度の集中の
是正という方針が示されたが、綾部市においてはすで
に第⚕次綾部市総合計画のスタートに当たり、人口減
少に歯止めをけることが喫緊の課題であることから、
定住交流部を新設するなど定住促進に向けた施策を総
合的かつ効果的に推進しているところである。

第⚑節 綾部市の現状
⑴ 綾部市の概要
綾部市は繊維・機械産業が盛んであり、グンゼ発祥
の地として知られる。森林率は77％である。市域は
350㎢あり、近畿圏の自治体では⚔番目に大きい。綾
部市は「豊かな里山・田園」「平和と歴史・文化に彩
られた市街地」「地域経済を支えるものづくり点」「阪
神地域と日本海域に近接する交流点」といった特性と
資産を備えている。豊里、物部、志賀郷、上林などの
地区は昭和の町村合併の時に綾部市に合併された。綾

部市の人口減少率は京都府にある26市町村の中では17
番目だからとびぬけて減少が大きいわけではない、中
程度というところである（あやべ特集、2014年）。だ
が綾部町などの市街地を除くと過疎の山村地域が広が
る。市内195集落のうちいわゆる「限界集落」は2008
年の時点で35集落あった。

⑵ 綾部市の人口動態
1950年以後、綾部市では人口減少傾向が続いている。
図⚔に示したように2010年には35,836人と60年間で
18,219人（33.7％）減少している。国立社会保障・人
口問題研究所によると減少傾向はさらに続くものと推
計されている。
綾部市の年少人口は長期的に減少傾向が続き、老年
人口は一貫して増加を続けている。高齢化率は2015年
の33.2％だが、2040年になると41.8％になると予測さ
れている（図⚕）。
図⚖年齢階級別人口の動向を見ると、20～24歳の減
少が最も著しく。大学進学や就職に伴う転出と推定さ
れている。一方で、25～29歳になると若干の人口増の
傾向がみられることから、Ｕターン就職も含まれると
考えられる。
図⚗合計特殊出生率の推移を見ると綾部市の合計特
殊出生率は1983～1987年に 2.02 と、人口置換水準
（2.07）に近い値だが、その後減少し、2003～2007年
には 1.49 まで落ち込んだ。2008～2012年には 1.63 ま
で回復し、京都府の 1.27、全国の 1.38 に比べると高
くなっている。
先述に述べたように綾部市の出生率は高いので人口
減少に歯止めがかかると思われるが、実際には成長す
るにしたがって若者が大学進学や就職により綾部市か
ら転出することで綾部市の人口減少・高齢化が進むと
いうことが分かった。綾部市は大学生がゼロの町と呼
ばれている。今の綾部市内には大学は無く、専門学校
も少ない為、ほとんどの若者が京都市、大阪市の大学、
専門学校に進学している。この事を考えると若者が綾
部市外に流出しないようにすると共に、大学卒業後綾
部出身者および外部地域の若者を綾部市に呼び込むよ
うな施策、若者に魅力ある綾部市を作っていく事が、
今の定住促進政策の中で非常に大切だと考える。

⑶ 綾部市の社会動態
① 綾部市の歩みから農村工業の動態を見る
綾部市は1950年と60年に綾部町を核として12町村が
合併して出来た。この地域は明治中期から養蚕業が盛
んであり、「グンゼ」などの工場が作られ、養蚕業の
技術革新と近代的な絹織物工業の発展により、躍進す
る農村工業都市でもあった。綾部市は、この過程では、
近在や山陰・北陸から多くの女性労働者移住してきた
産業都市であった。戦後になるとグンゼの主要製品は

220



綾部市における移住定住促進政策の有効性と課題 221

（年）1950
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
（人）

54,055

55 60 65 70 75 80 85 90 95 2000 05 10 15 20 25 30 35 40

53,235
51,258

48,339
44,983 43,400 42,552 41,903 40,595 39,981 38,881 37,755 35,836

33,785
31,707

29,596
27,533

25,564
23,662

2015年以降は、
国立社会保障・
人口問題研究所
による推計値

図 4　総人口の推移

（出典：綾部市まち・人・しごと創生総合戦略）

1950
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

（年）

（人） （％）

55 60 65 70 75 80 85 90 95 2000 05 10 15 20 25 30 35 40
0

10

20

30

40

50

年少人口（～15歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳～） 高齢化率

2015年以降は、国立社会保障・
人口問題研究所による推計値

33.2％33.2％

19,39619,396

11,88411,884

4,4954,495

41.8％41.8％

11,37611,376

9,8969,896

2,3902,390

図 5　年齢 3 区分人口の推移

（出典：綾部市まち・人・しごと創生総合戦略）

5～
9歳
→1
0～
14歳

0～
4歳
→5
～9
歳

－350

－300

－250

－200

－150

－100

－50

0

50

100
（人）

10～
14歳
→1
5～
19歳

15～
19歳
→2
0～
24歳

20～
24歳
→2
5～
29歳

25～
29歳
→3
0～
34歳

30～
34歳
→3
5～
39歳

35～
39歳
→4
0～
44歳

45～
44歳
→4
5～
49歳

45～
49歳
→5
0～
54歳

50～
54歳
→5
5～
59歳

55～
59歳
→6
0～
64歳

60～
64歳
→6
5～
69歳

65～
69歳
→7
0～
74歳

70～
74歳
→7
5～
79歳

75～
79歳
→8
0～
84歳

80～
84歳
→8
5～
59歳

85～
89歳
→9
0歳
～

4848

1515

－8－8

44

－171－171

－193－193
－208－208

－321－321

8282

5252
－2－2

－6－6
－14－14

－18－18

－1－1

－2－2 －13－13

00 11

－8－8

2727

2424

4949

55

3434

－3－3

77

55

11

33

2121

－21－21

3030

－2－2

3636

－10－10
定年
退職

Ｕターン

就
　
職

進
　
学

女性男性

図 6　2005－2010年の年齢階級別人口移動

（出所：綾部市まち・人・しごと創生総合戦略）



絹織物から、綿製品や化学繊維などへと移行していっ
た。高度成長期にはグンゼの実際上の本社は大阪市に
移転し、以降の綾部市は、停滞的な地方商工都市と
なっていった。2000年舞鶴自動車道、2015年に京都縦
貫道などの高速道路が開通し、京都府北部の高速交通
の結節点となり、大阪市や神戸市、京都市また北陸地
方とのアクセスも良くなったために、近年は市内の工
業団地に工場の立地が進んでいる。表⚓は、市内事業
所、綾部工業団地、綾部市工業団地の立地企業を中心
に、従業員⚕人以上、食料品・繊維工業・非金属・機
械金属・その他の⚕業種を対象とした調査結果をまと
めたものであるが、企業従業員動態を見ると2008年か
ら平成2015年まで⚗年間の間に工場で555人の雇用が
生まれている。また現在の綾部工業団地は、以前の工
業団地と違って、一番早くできた工区では1989年から、
次にできた工区では1995年からそれぞれ企業誘致を開
始し、平成25年には全ての工区が埋まった。現在はさ
まざまな企業から「どこか土地はないだろうか？」と
いうような引き合いがあり、綾部市の方でも新たな工
業団地の創設を検討している状況である。

なお、1950年の市制施行時の人口は54,055人であり、
最も人口が多かった。2015年の人口は33,835人であり、
当初の62.6％になっている（図⚔）。高度教育機関や
高学歴層の就業の場が少ないために全体として人口を
減らしながら、特に20歳代の人口が減少している。市
当局によると、ここ⚕年間の毎年の人口動態は市平均
として自然減が280人、社会減が150人で年間では約
430人の減少となっている、当面の目標として「2020
年に何とか⚓万⚓千人を維持したい」とし、水源の里
条例や定住促進政策など人口維持への政策を強く意識
して実施している。

② 工業と商業
産業分類別事業所数及び従業者数を見ると、製造業
が一番多く、次いで医療・福祉・小売業となっている
（表⚔参照）。工業統計を見ると、事務所の規模として
零細・中小規模が多く、産業中分類で見ると電気機
械・金属製品・食料品などが多い。ここ数年（2007年
～2013年）の変化を見てみると事業所数は⚘割に減少
し従業員数では⚔分の⚓に、出荷額では⚘⚕％となっ
ており、工業の停滞状況が見て取れる。
商業はこの15年（1999年～2014年）を見ると、商店
数は半分に、従業者数は約⚓分の⚒、販売額はほぼ横
ばいとなっている。多くの地方都市と同じように商工
業も停滞常行にあり、特に雇用者数が落ち込んでいる
ことがわかる。

③ 綾部市の農業
綾部市の農業を見ると、水田が多く、少しの畑、畜
産の複合経営となっている。平均経営耕地面積は
0.629ha と狭小である。表⚕を見ると1975年当時
5,842戸あった農家も2010年には2,801戸と半減してお
り、市内の総世帯に占める農家の割合も、48％から
20％へと減少している。また表⚖では、2010年で見る
とその農家の内、販売農家1,571戸、自給的農家1,230
戸となっており、販売農家の減少は顕著で耕作放棄地
も増えている。なお、農家人口は減ったといえども、
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図 7　合計特殊出生率の推移（全国・京都府との比較）

（出所：綾部市まち・人・しごと創生総合戦略）
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表 3 企業従業員動態 (単位：人)

従業員数

2008年

男 女 計

正社員 2225 544 2769

非正社員 382 634 1016

派遣社員 161 32 193

計 2768 1210 3978

2015年

男 女 計

正社員 2542 468 3010

非正社員 589 677 1266

派遣社員 205 52 257

計 3336 1197 4533

(出所：綾部工業団地振興センター資料をもとに筆者作成)
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表 4 綾部市の産業分類別事業所数および従業者数

事業所数 従業者数（人）

構成比（％) 構成比（％)

全産業 1,677 100.0 16,119 100.0

農林漁業 22 1.3 239 1.5

工業，採石業，砂利採集業 ― ― ― ―

建設業 186 11.1 862 5.3

製造業 204 12.2 4,493 27.9

電気ガス，熱供給，水道業 7 0.4 60 0.4

情報通信業 7 0.4 55 0.3

運輸業，郵便業 38 2.3 641 4.0

卸売業，小売業 387 23.1 2,386 14.8

金融業，保険業 16 1.0 176 1.1

不動産業，物品賃貸し業 39 2.3 134 0.8

学術研究，専門，技術サービス業 50 3.0 389 2.4

宿泊業，飲食サービス業 211 12.6 948 5.9

生活関連サービス業，娯楽業 151 9.0 621 3.9

教育，学習支援業 67 4.0 550 3.4

医療，福祉 126 7.5 2,879 17.9

総合サービス業 24 1.4 335 2.1

サービス業（他に分類されないもの） 122 7.3 902 5.6

公務（他に分類されるものを除く） 20 1.2 449 2.8

(出所：綾部市「平成26年版あやべ統計書」参照）

表 5 綾部市の農家数の歴史的推移

総世帯数
(世帯)

総世帯に占める農家の割合
(％)

農家戸数
(戸)

販売農家数
(戸)

割合
(％)

自給的農
家戸数
(戸)

割合
(％)

1975年 5,842 ― ― 12,163 48.0

2000年 3,555 2,288 64.4 1,267 35.6 13,384 25.6

2005年 3,197 1,898 59.4 1,299 40.6 14,286 22.4

2010年 2,801 1,571 56.1 1,230 43.9 14,006 20.0

(出所：綾部市「平成26年版あやべ統計書」）

表 6 綾部市の農家数と農業人口の推移

農 家 数 農 業 人 口

総農家
(戸)

販売農家
(戸)

専業農家
(戸)

第⚑種
兼業農
(戸)

第⚒種
兼業農
(戸)

自給的
農家
(戸)

総 数
(人)

販売農家 自給的農家

男（人) 女（人) 男（人) 女（人)

1955年 3,986 2,703 647 285 1,771 1,283 13,976 4,698 5,009 2,014 2,255

2000年 3,555 2,288 584 207 1,497 1,267 12,501 4,039 4,200 2,013 2,249

2005年 3,197 1,898 602 195 1,101 1,299 10,145 3,220 3,301 1,691 1,933

2010年 2,801 1,571 513 98 960 1,230 7,153 2,521 2,555 1,130 947

(出所：綾部市「平成26年版あやべ統計書」）



2010年では7,153人あり、市の総人口の約20％を占め
ていることから、農村工業都市として特徴を残してい
る。

④ 綾部市の常住者の産業別構成及び職業別構成の動
態これらの工業、商業、農業の動向を踏まえて、1960

年から2010年までの綾部市の産業別就業構造の動きを
みると農林業は、その数や構成比とも激減している
（表⚗参照）。2000年以降製造業や建設業、卸売・小売
業は、その構成比および数を何とか維持し、各種の
サービス業が増加している。また、2010年で生産工程
および運搬・清掃・包装など、建設などに従事する現

業職的な職業がかなり多いといえる。また専門的技術
的職業、事務職、サービス業の従事者はその構成比、
数を維持・渐渐增させている。

⑤ 有効求人倍率の改善とミスマッチ
近年、景気の回復と工業団地への新たな製造業の工
場の立地によって、綾部市でも有効求人倍率が上がっ
ている。2015年12月綾部ハローワークにおける有効求
人倍率は総計で 1.13 であり、比較的求人募集が多い
職種を見ると、生産工程や専門的技術的、IT 関連、
サービス、建築がかなり高い、一方で事務的職業や販
売職の倍率は低く、女性や進学で大都市圏に他出した
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表 7 産業別就業構造の動態（1960年～2010年)

1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年

実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％

第⚑次産業 第１次産業

農業 13,803 48.8 8,890 32.5 5,679 23.7 4,050 18.1 2,554 12.6 農業 1,413 48.8

林業 409 1.4 65 0.2 79 0.3 73 0.3 57 0.3 林業 48 1.4

漁業 10 0.0 10 0.0 1 0.0 4 0.0 7 0.0 漁業 2 0.0

第⚒次産業 第⚒次産業

鉱業 29 0.1 50 0.2 8 0.0 3 0.0 4 0.4 鉱業 3 0.1

建設業 1,360 4.8 1,175 4.3 1,770 7.4 1,817 8.1 1,950 9.6 建設業 1,170 4.8

製造業 3,082 18.0 8,625 31.6 7,269 30.3 6,955 31.2 5,661 27.9 製造業 4,039 18.0

第⚓次産業 第⚓次産業

電気、ガス 73 0.3 95 0.3 92 0.4 75 0.3 81 0.4 電気、ガス 74 0.3

熱供給、水道業 熱供給、水道業

運輸、通信業 1,189 4.2 1,280 4.7 1,177 4.9 903 4.0 913 4.5 情報通信事業 111 4.2

卸売業、小売業 2,685 9.5 2,995 11.0 3,321 13.8 3,288 14.7 3,251 16.0 運輸業、郵便 707 9.5

金融業、保険 229 0.8 355 1.3 414 1.7 462 2.1 387 1.9 卸売業、小売業 2,199 0.8

不動産業 金融業、保険 238 1.4

不動産業 119 0.7

物品質貸業

サービス業 2,731 9.7 2,925 10.7 3,427 14.3 3,942 17.7 4,581 22.6 学術研究、専門 403 2.4

技術サービス業

宿泊業 684 4.1

飲食サービス業

生活関連サービス 518 3.1

娯楽業

教育、学習支援業 700 4.2

医療、福祉 1,984 11.8

複合サービス事業 219 1.3

サービス業(他非分類) 945 5.6

公務 683 2.4 866 3.1 762 3.2 665 3.0 691 3.4 公務 647 3.9

分類不能の産業 2 0.0 ― ― 6 0.0 89 0.4 125 0.6 分類不能の産業 527 3.1

総 数 28,285 100.0 27,325 100.0 24,005 100.0 22,326 100.0 20,242 100.0 総 数 16,750 100.0

(出所：綾部市「平成26年版あやべ統計書 参照）



人々が帰郷してくるときに探すような職種は少ないと
いえる。また、綾部市の定住促進課のＭ課長によると
綾部市に移住してきたＩターン者、Ｕターン者は田舎
暮らしを目的とし、自分のやりたいことを持っている。
都市部のように24時間フル稼働しているような工場労
働や建築・IT 関連企業への就職希望はないそうであ
る。綾部市に移住してきた IU ターン者へのインタ
ビューでも同じ答えをもらった。綾部市が誘致してい
る企業の求めっている職種と移住者の希望する職種と
は異なっており、雇用の内容にミスマッチが生じてい
ると思われる。

第⚒節 綾部市における移住定住促進政策及び結果
京都府綾部市の中山間地域では、人口流出や少子高
齢化により過疎が顕著に進み、地域のコミュニティの
存続が危ぶまれる状況にあった。先述のように、綾部
市の人口は1950年以降から減少してきた。人口減少を
食い止める為、綾部市と民間 NPO が協力してさまざ
ま政策を実施している。具体的には2001年「綾部市水
源の里条例」、2008年「定住サポート総合窓口」、2011
年「定住交流部」設置、「綾部市住みたくなる街定住
促進条例」の制定など次々に定住に関する取組を進め
てきた。NPO 法人による定住促進の取り組みもある、
2000年には「里山ネット・あやべ」、「コ宝ネット」な
ど取り組みを行っている。また、綾部市は若者の新た
な生き方「半農半Ｘ」を提唱した塩見直紀氏の出身地
である。「半農半Ｘ」とは、持続可能な農ある小さな
暮らしをベースに、環境負荷少なく、食料生産の一部
を担い、農地、風景、地域を守り、人と人、自然など
関係性を回復、修復しながら、得意な分野などで想像
力を発揮、価値創出、ソーシャルデザイン、問題解決、
社会貢献する生き方である。塩見氏は『半農半Ｘとい
う生き方実践編』『綾部発半農半Ｘな人生の歩き方88』
等を著作し、社会的にも話題となった。『半農半Ｘと
いう生き方』は台湾でも出版されている。Ｉターン者
が多いとされている綾部市だが、こうした塩見氏の都
会の若者に向けての情報発信活動が、オルターナティ
ブな生き方を求める若者の綾部へ移住するインセン
ティブを与えたと考えたとしても間違いではないであ
ろう。自治体だけで定住施策を進めていくことは困難
であり、、こうした一市民活動を含め、様々な関係機
関と連携しながら定住施策が進められているのが現状
である。これから綾部市の定住促進政策について具体
的に考察する。

⑴ 綾部市の移住定収促進政策
① 「綾部市水源の里条例」
綾部市では限界集落の存続や再生のために、これら
の集落を「水源の里」として位置づけ、交流から定住
による地域振興を目指している。集落の持つ機能や資

源を活用した活性施策を地域住民と一体となって考え、
進めてきた。2012年には水源の里条例を改正し、指定
要件を拡大、市内56集落が対象となり、指定要件に対
して、自らが手を挙げる集落を市が指定を行う指定申
請制度を導入している、現在12集落を水源の里として
指定し、地域の活性化に取り組んでいる。定住促進、
都市との交流、地域産業の開発と育成、地域の暮らし
の向上などを行っている。この取り組みは単に「水源
の里」にのみならず、加速度的に高齢化が進み、同様
の課題を抱える全国の自治体にも広りを見せ、「全国
水源の里連絡協議会」が設立された。170 の自治体が
参加する協議会は「上流は下流を思い、下流が上流に
感謝する」の理念に基づく流域連携の必要性を国民運
動として全国に発信し、国などに政策の展開や支援の
呼びかけを進めている。以下の図は指定された限界集
落の人口変化と高齢者比率の推移である。
結果を見ると限界集落の人口減少と高齢化は綾部市
の全体の平均より厳しい。
綾部市水源の里条例は、自治体に支えられ運営をさ
れてきた。自治体の指導で様々な活動を行っているが、
限界集落は市街地より交通信の設備が不足、携帯電話
が不感知、通学不便など問題が多くて、人口を増やす
にも市街地より多くの問題を抱えている。平成28年に
は水源の里集落に居住する20歳以上の人々332人にア
ンケートを行った結果、就業の場の確保が一番大きな
問題とされた。この問題を乗り越える為には行政のみ
ならず現地の住民自らが、どんな活動していけばよい
のかを見直し、地域住民すべての人が参加する全員参
加型の活動とする事が地域にとっても重要であると考
える。
綾部市水源の里条例で水源の里に指定された限界集
落は農地が比較的に広いし、家賃も安いので、半農半
Ｘの生き方を希望する人にとって良い環境である。塩
見氏の半農半Ｘの勧めを通じて限界集落に移住してく
る人が増える可能性が高いと考える。これらの点から
考えると限界集落には半農半Ｘという生き方が適応し
やすいと考える。

② 定住促進政策
2008年度に市の企画部企画広報課に定住サポート総
合窓口を設置し、空き家バンク、定住希望者相談活動
を開始した。具体的には HP などで「空き家バンク」
を公開し、希望者へのサボート窓口を設置した。その
具体的な対策として HP やメルマガによる市内イベ
ント、空き家情報の発信を行っている。2016年⚘月ま
でに定住希望登録者は615人になった。この定住希望
者に対して就職や就農の相談をハローワーク、市農林
課、府農業会議などの連携で行っている。
空き家の流動化を促進させるために空き家と移住を
希望するＩターン者を結びつける「空き家対策」があ
る、市内には空き家総数735戸があり、まず空き家の
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表 8 人口、高齢者比率の推移

指定年度 区 分
H19

(条例スタート)
H24

(条例改正)
H28
(現在)

老 富

栃 H19

人口 22人 16人 14人

うち65歳以上 14人 11人 10人

高齢者比率 63.60％ 68.80％ 71.40％

大唐内 H19

人口 27人 20人 18人

うち65歳以上 18人 18人 14人

高齢者比率 66.70％ 90％ 78.80％

市茅野 H19

人口 11人 21人 20人

うち65歳以上 11人 10人 ⚘人

高齢者比率 100％ 47.60％ 40％

市 志 H19

人口 23人 25人 19人

うち65歳以上 23人 16人 15人

高齢者比率 100％ 64％ 78.90％

古 屋 H19

人口 ⚗人 11人 10人

うち65歳以上 ⚖人 ⚕人 ⚔人

高齢者比率 85.70％ 45.50％ 40％

瀬尾谷 H24

人口 14人 10人 ⚙人

うち65歳以上 13人 ⚙人 ⚘人

高齢者比率 92.90％ 90％ 88.90％

有 安 H24

人口 93人 77人 74人

うち65歳以上 68人 53人 41人

高齢者比率 73.10％ 68.80％ 55.40％

草 壁 H24

人口 52人 41人 42人

うち65歳以上 35人 22人 26人

高齢者比率 67.30％ 53.70％ 61.90％

市野瀬 H24

人口 56人 48人 42人

うち65歳以上 36人 31人 28人

高齢者比率 64.30％ 64.60％ 66.70％

橋 上 H25

人口 54人 43人 45人

うち65歳以上 28人 26人 26人

高齢者比率 51.90％ 60.50％ 57.80％

光 野 H25

人口 42人 34人 30人

うち65歳以上 29人 22人 17人

高齢者比率 69％ 64.70％ 56.70％

清 水 H25

人口 54人 54人 51人

うち65歳以上 40人 33人 33人

高齢者比率 74.10％ 57.90％ 64.70％

金河内 H26

人口 86人 82人 81人

うち65歳以上 47人 42人 41人

高齢者比率 54.70％ 51.20％ 50.60％

鳥 垣 H26

人口 77人 62人 54人

うち65歳以上 27人 26人 23人

高齢者比率 35.10％ 41.90％ 42.30％

(出典：あやべ水源の里白書）



所有者に連絡を取り空き家バンクに登録してもらう。
移住希望者に対して空き家見学ツアーを開催している。
移住希望者と地元住民との顔合わせることである。表
⚙は空き家見学ツアーの実績である。
また、定住者宅を年⚑回以上訪問し、生活の様子を
伺うなど相談活動により、色々な問題の早期発見・解
決に努めるとともに、必要な新たな施策を模索する。
「空き家の流動化」対策は、地元の住民から「定住
支援住宅」として市が空き家を10年間無償で借り上げ、
トイレの水洗化等の改修を予算内（300万円）で実施
し、定住希望者へ月⚒万円で貸し出す。期限は⚓年間
となっている。購入する場合は空き家の改修費用とし
て市が100万円まで補助を行い、定住者が空き家の購
入、改修経費を京都北都信用金庫から借り入れる際、
市が債務保証を行う融資制度もある。この制度の対象
は20～50歳未満の世帯である。
綾部市の定住促進課の担当者にインタビューした時
に定住の為の住居問題がなかなか解決できないと伺っ
た。さまざまなイベントを通じ外部の方々が綾部市に
魅力を感じてくださり、移住希望者も増えてきている
が、市役所にとって住むところを提供することが非常
に難しい。市内には空き家総数735戸あるが、空き家
バンクに登録される空き家は40戸である。735戸の持
ち主は大部分都市部に居住し、空き家ではあるが仏壇
問題、墓参り問題、知らない人に貸したくないなどの
理由で空き家バンクに登録していない。この問題は定
住促進政策を実施する中の大きな障害である。

⑵ NPO 法人による取り組み
① 「里山ねっと・あやべ」
前述の塩見氏は都市農村交流や定住促進を行う
NPO 法人「里山ねっと・あやべ」の企画スタッフも
勤める。綾部の可能性や里山的生活を市内外に発信す
ると共に、綾部里山交流大学の企画をも担当している。
「里山ねっと・あやべ」のコンセプトは塩見氏によれ
ば、里山力×ソフト力×人財力の「⚓つの力（未来資
源）」である。これを活かし、里山・農村部の魅力を
市内外に情報発信、都市交流（グリーンツーリズム）

や終の棲家としての綾部定住化を促進し、21世紀の綾
部の可能性と持続可能な世界の可能性を模索するため
2000年⚗月に豊里西小学校の土地と校舎を活用した都
市との交流拠点施設を設立た。「里山ねっと・あやべ」
は交流センターとして様々なイベントに取り組んでい
る。主な事業として、綾部市里山交流センターの施設
管理や綾部里山交流大学の取り組み、ほかに森林ボラ
ンティア、石窯によるパン焼き体験、里山米作り塾、
里山そばづくり塾、茶摘み、農家民宿紹介、田舎暮ら
し相談、等、市内外への情報発信をおこなっている。
活動を通じて、綾部ファンが一人でも増え、交流・定
住化が促進され、持続可能で、かつ競争力のある、そ
して魅力あるオンリーワンの町にすることがミッショ
ンである。
「里山ネット、あやべ」は綾部市の窓口として外部
と交流を担当している。外部の人々がさまざまなイベ
ントを通して綾部市の魅力を感じ、施設利用実績も良
い、表10は2009年から2013年までの交流人口、施設利
用実績である。だが大学生向けの取り組みがもっと増
えれば、大学生も授業の一環として来ることが出来る
し、より良い実績を残す事が出来ると考える。半農半
Ｘの生き方と里山ネット・あやべとが融合し、里山
ネット・あやべの情報発信を通して綾部市に半農半Ｘ
で移住してくる人が増える事を期待している。

② コ宝ネット
「コ宝ネット」は志賀郷を中心して都市の若者を誘
うイベントを実施し、移住候補者との交流を深めてい
る。そこに集まった「田舎暮らし」に興味を持った若
者に村の生活の仕組みを理解してもらい、それに理解
を示した人に移住を進めてきた。また、集落に残され
ている古くなった空き家の持ち主を捜して連絡を取り、
その提供や売却を斡旋してきた。こうして空き家の問
題と移住者への住宅、土地の提供の解決を図ることに
より、10年間で30組92名の移住者を得て、小学校の児
童も増え、複式学級や小学校の統合の問題を解決して
きた。「コ宝ネット」の代表者にインタビューを行っ
た。「コ宝ネット」の主な取り組みは、移住者に空き
家を紹介する事である。「コ宝ネット」のメンバーは、
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表 9 定住希望者を対象とした空き家見学ツアーの実績

H20年度 61世帯119人

H21年度 22世帯33人

H22年度 11世帯19人

H23年度 14世帯29人

H24年度 13世帯22人

H25年度 15世帯33人

H26年度 ⚕世帯⚗人

H27年度 ⚗世帯16人

(出所：綾部市定住サポート窓口概要）

表 10 交流人口、施設利用実績

交流人口 宿泊人数
利用件数 施設利用

人数里山交流館 幸喜山荘

H25 3000人 959人 545回 312回 9228人

H24 3260人 969人 372回 301回 9216人

H23 1836人 732人 342回 245回 7984人

H22 2492人 802人 283回 256回 7217人

H21 2527人 1836人 不明 不明 6687人

(出所：綾部市定住サポート窓口概要）



ほとんど現地の住民がボランティアの形で参加してい
る。固定的な専従メンバーいなくて、仕事しながら
「コ宝ネット」のしごとをしている。時間がある場合
に、移住希望の人々を案内したり、取り組みの内容紹
介をしたりだが、自身の仕事が忙しい場合は、移住者
との相談、案内ができないそうである。こういう点で
見れば住民のみで移住者にきちんと対応できないとい
うことが分かった。もう一点「コ宝ネット」の活動が
不安定な原因として、「コ宝ネット」は NPO 法人で
あるが組織的にしっかりとした基盤が出来ておらず、
NPO 団体的の役割を十分実現できていない。この事
は「コ宝ネット」の実際の活動に影響があると考えら
れる。
今の「コ宝ネット」は人手、人材不足などの問題に
直面している。又、財政的理由から人件費の確保が難
しくボランティアのみの活動に制限されている。以上
の二つの問題を解決するために、提案として大学と連
携するのは最善策要であると考える。文部科学省では、
2015年度から、大学が地方公共団体や企業等と協働し
て、学生にとって魅力ある就職先の創出をするととも
に、その地域が求める人材を養成するために必要な教
育カリキュラムの改革を断行する大学の取組を支援す
ることで、地方創生の中心となる「ひと」の地方への
集積を目的として「地（知）の拠点大学による地方創
生推進事業（COC＋）」を実施している。この制度を
活用すれば、地域と大学との連携により農業が忙しい
時期に大学生が授業の一環として地域に入ることによ
り、学生が勉強できると同時に移住希望者に対応でき
るようになると考える。しかも、大学側から積極的に
提供される大学の知識だけでなく、教員の人脈、信用
力、アイデアなどを活用できる。教員の人脈により、
地域内だけでは賄えなかった人脈や信用力が拡がる。
地域を宣伝する対象者が大きく広がり、新たな移住者
を呼び込むことができる。一つの提案として、志賀郷
には自営業の移住者が多くて、蕎麦屋さん、うどん屋
さんなどは、大学生を通してデザイン開発や販路拡大、
人材育成、営業、など、総合的に大学の資源を活用す
ることができると考える。しかも、「コ宝ネット」が
大学と連携し、この連携を通して大学生が「コ宝ネッ
ト」地域の良さを深く理解する事により、大学等の関
係者や卒業生が地方に定住して働く雇用を創出する事
が可能であると思う。
「コ宝ネット」としては、行政からの補助金を受け
ていない。今日まで「コ宝ネット」の方針は若者を中
心として志賀郷に来てもらうことであり、「コ宝ネッ
ト」にとって若者という点にこだわりがあるが、行政
の方針は若者だけでなく、年齢に関係なく田舎ぐらい
したい人々を、誰でも歓迎するという方針である。し
たがって、今の「コ宝ネット」は行政の下部組織とし
て活動する事は難しいと考えている。しかも下部組織

になれば毎年行政より「コ宝ネット」の紹介、イベン
トの説明、報告書など書類を作成して提出しなければ
ならず、これは日常書類作成することのない住民に
とって難しいこれが「コ宝ネット」が行政の下部組織
となって補助金をもらいたくない主な理由である。今
まで「コ宝ネット」の力により多くの若者が志賀郷に
来ている。行政と「コ宝ネット」がうまくネットワー
クを作ることができれば、もっと多くの実績を出せる
と考える。こうした現状を踏まえ、行政と民間のつな
がりを強くするため「かけ橋」組織を入るのは有効な
手段であると考える。たとえば、大学は農山村と若者、
行政と NPO 団体を結ぶ、地域コーディネート組織で
あり活用が可能だと考える。
志賀郷に定住する移住者は農業と自営業との半農半
Ｘ実践者が多い、「コ宝ネット」では雇用政策に対し
て取り組みはしていないが、移住者の相談を受けたり、
助けたりしている事により、移住者の転出率はゼロで
ある。現地の移住者にとってとても重要な存在である。
しかし、2017年「コ宝ネット」は解散する予定で、す
でに定住した移住者とこれからの移住希望者に対して
サポートが無くなり綾部市の定住政策に影響をあたえ
る事が心配される。今後の成り行きを注視すると共に、
早急なる課題解決が必要と考える。

⑶ 移住定住促進政策の実績
以上のような綾部市での定住サボートと窓口の仲介
により2008年から2015年まで⚘年間に155世帯369人の
定住者が移住してきた。そのうち22世帯52人が水源の
里指定地域に移住している。地域的には奥上林、中上
リン、口上林の東部地区、豊里、志賀郷の西部地区が
比較的多い、移住時期の年齢を見ると30年代が最も多
く、次いでその子供の世帯に当たる10歳未満の子とも
層が多い、つまり若い子育て層が移住していることが
わかる。この表の中で特に平成23年は、綾部市に移住
してきた IU ターン者が多い。理由として、これまで
にはなかった様々な取組を開始したことが要因ではな
いかと思われる。平成23年には宅建業者との連携、流
動化報奨金制度（空き家提供者へ10万円の謝礼）、定
住支援住宅の整備、住宅取得等資金融資あっせん制度
など定住に関係する政策を取り上げ始めた。これらの
事例から、定住促進政策は地域の IU ターン者が綾部
市に移住してきた理由の中で、このような施策を実施
する事が非常に大切だとわかる。
今まで綾部での移住定住促進政策は、日本全国の中
で大きな実績を上げているが不十分なところもある。
調査の結果を見ると綾部に移住してきた IU ターン者
は、綾部市水源の里条例に指定された限界集落に定住
する人が少ない傾向がある。今までの政策は綾部全域
に人口増加を招き、人口増加による消費の増加により
経済的には限界集落を支えるかもしれない、しかしな
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がら限界集落の根本的な過疎問題を解決できない、若
い世帯の移住者が空き家での住居問題、学校や病院の
問題、集落にうまく溶け込めるかという不安などを心
配している。学校や病院が減少していく事については、
これからさらに悪化する可能性のほうが高い。若い世
帯が限界集落に移住するのはますます条件的に難しく
なり、大幅に増えるとは考えにくい。定住政策は全体
的な人口増加としては効果的であろうが、それによっ
て人口が維持できる過疎集落は非常に少数にとどまる
と思われる。現在綾部市の限界集落が消滅する可能性
はまだ高いであろう、すべての限界集落を維持すると
考えるのではなく、未来に向けての集落の統廃合のよ
うな選択的な考えが必要である。綾部市内に移住する
ケースも、綾部の限界集落に移住するケースも同じ移
住定住政策を実施している。もし一定の限界集落を維
持する事を中心に考えるならば、綾部市が実施してい
る地域一律の定住促進政策では維持は難しい。提案と
して、市街地と限界集落を分けて考え、定住促進政策
も地区によって分けて実施すべきだと考える。限界集
落に定住する人々には、もっと有利な条件を提供する。
これは費用も含め自治体の課題として考えなければな
らない。
もう一点、限界集落に移住するにあたって最大の問
題は、移住後の仕事の確保である。移住者に対して行
政より財政的な支援がある、具体的には「水源の里活
性化補助金」と「定住支援給付金」である。しかしな
がら、水源の里への移住者に与えられる「定住支援給
付金」は、市街地への移住者する者給付金と同じ金額

で、移住者が市街地を選択する大きな理由のひとつと
なっている。水源の里への移住者は、現地で仕事がな
い為、自ら起業する「半農半Ｘ」の人々が多くなって
いる。しかし、移住者に対しての起業に対する支援が
無い。起業に対する財政的な支援をする為に給付金や
低金利の貸付金制度を設けるべきである。行政として
移住者が限界集落に移住しない理由を調査した上で、
移住者のニーズに沿った支援政策を実施すべきである。
市街地でも限界集落でも IU ターン者を増やすため
には、不動産情報の提供・斡旋、住宅・宅地の整備、
保険・医療・福祉サービスの整備などの幅広い地域
サービスを総合的に確保するとともに、情報発信、相
談体制の整備が必要である。すでに述べたように綾部
市に移住する人への仕事と収入への支援策も不可欠で
あるが、この点について綾部市の有効求人倍率が2015
年12月時点で1.26倍となっていることから、ここ数年
で企業の進出が目覚ましい工業団地への就職の可能性
が大きくなっている。しかし、IU ターン者の多くは
農山村の自然・居住環境への憧れがあるため、移住者
の希望する職種と企業が求める人材のミスマッチが生
じていると考えられる。このミスマッチを解消する新
たな就労モデルが構築されれば、IU ターン者の仕事、
収入リスクを減少させることにつながると考えられる。
これらの点も含めて、仕事、収入保障をめぐる問題は、
今後持続的な定住のためには重要な課題である。その
為にどのような形態の仕事を増やし、起業の支援を行
えばよいのか本研究の重要な課題でもある。
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表 11 綾部市水源条例指定地域移住人口動態

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合 計

地区 世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数

奥上林 4 16 2 5 1 1 3 7 2 2 2 5 2 8 2 3 18 47

中上林 1 4 4 6 5 9 6 8 1 2 3 4 1 1 1 2 22 36

口上林 1 3 1 2 3 7 3 7 3 4 3 10 2 5 1 2 17 40

山 家 4 11 0 0 0 0 3 4 1 2 1 2 3 7 2 4 14 30

東八田 2 3 0 0 1 3 1 1 1 2 3 5 0 0 2 6 10 20

西八田 0 0 0 0 1 2 0 0 1 3 1 2 1 5 2 5 6 17

吉 美 0 0 1 2 1 2 4 12 0 0 1 4 2 5 1 2 10 27

綾 部 0 0 1 2 1 1 3 10 0 0 0 0 0 0 2 7 7 20

中 筋 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 1 3

豊 里 2 6 2 2 1 1 2 5 5 18 2 4 4 10 1 8 19 54

物 部 1 3 2 7 3 9 1 2 2 4 1 2 3 8 3 2 16 37

志賀郷 1 3 2 7 0 0 4 10 4 10 2 4 1 3 1 1 15 38

合 計 16 49 15 33 17 35 30 66 20 47 19 42 19 52 19 45 155 369

平均
年齢

30歳 39歳 35歳 36歳 35歳 40歳 30歳 37歳 35歳

(出所：あやべ水源の里白書)



第⚓節 考 察
行政と NPO 法人の努力を通して、2013年には移住
交流推進機構調査によると綾部市の定住人数は全国第
⚓位である。2008年から2015年⚓時点では、定住総人
数は155世帯369人に達した。綾部市が「一丁目一番地
の政策」として取り組んできたにもかかわらず、綾部
市全体の人口は、年間約200人ずつ減り続けている。
行政と NPO 法人の取り組みはある程度、綾部市の人
口減少に歯止めをかけたが、このままの状態が続けば
いずれ村が消滅する可能性が高いと考えられる。その
ため綾部市にとって、若者が高校卒業後に大学入学等
のための大都市圏等への流出してしまう、これを抑制
すると共に、活動レベルでの交流人口の持続的増大を
図り、大学卒業時等の UI ターンの拡大等による人口
流出の抑制、歯止めとしていく事が一番大きな課題と
考える。2016年の11月に龍谷大学政策学部の150人の
若者に対して若者の農村地域への定住意向に関するア
ンケート調査を行った。調査の結果を表12に示す。
若者の回答によると現在の若者は田舎に移住する意
向が高くなっている。理由の中で田舎の自然環境が豊
か、リッラクス出来る生活が送れる、地域のつながり
が深くなるという理由が多い。しかし76人は田舎に住
みたくない、理由としては農村地域には仕事がない、
交通が不便、給料が安いという回答が多く見られた。
結果を見れば大学卒業時等の UI ターンの拡大等によ
る人口流出の抑制のため、仕事が非常に大事だと理解
できる。綾部市では就職先はないわけにはではないが、
希望する職業に就けるかが問題である。

第Ⅳ章 今後綾部市の課題及び必要な政策

第⚑節 綾部市の移住定住促進政策における課題
前述したとおり、現地の若者が大学に進学した後に
帰郷しないという事がある。高等教育を受けた若者の
雇用先として、綾部市内には教員や市役所職員、医療
福祉、IT 関係などに限られ、若者が希望する雇用先
は少ないため、都市部に進学した学生の多くは綾部市
に戻ってくることは少ないのである。また、全国的に
少子化傾向が続く中、小中高の学校統廃合が必然的に

進められている。特に小規模な町村においては高校が
有るか無いかは、まさに地域の中の若者による活力の
有無に直結する大問題である。かつて高校の通学区は
綾部市域であったが、20年ほど前から京都府北部地域
の広域学区に編成替えされた為、高校進学にあたって
隣の福知山市の高校に行く生徒も多く見られ、地域的
な求心性は弱まっていると推察される。多くの研究事
例において高校生の存在についてあまり触れていない
が、特に小さな自治体では、その存在と地域との関わ
りが地域の活力に大きな影響を与えることを考えなけ
ればならない。そこで、若者が高校卒業後に大学入学
等のため大都市圏等への流出が多く、これを抑制する
と共に、大学卒業時等の IU ターンの拡大は綾部市に
とって一番大きな課題と考える。

第⚒節 課題解決向けて
綾部市の課題に対する解決策を冠がるとき、「半農
半Ｘ」というコンセプトは、若者の IU ターンを促す
ンセンティブと考えられる。そこで本節では、「半農
半Ｘ」をコンセプトとして具体的施策を実施している
島根県を分析し、考察したうえで綾部市に「半農半
Ｘ」の取り組みをどう実施すべきかを考える。また、
島根県は大学と連携して地域活性化にも取り組んでい
る。島根県は中山間地域にとって大学連携は重要な役
割をはたすことが出来ると考え取り組みを進めている、
綾部市で大学連携によって若者の綾部市移住政策につ
いて考える。

⑴ 先進的な取り組み事例―島根県
島根県においては農業就業人口減少が続いている。
加えて、農業者の高齢化も進行し、平均年齢が直近
（2015年）では70.6歳となっている。
図⚘と図⚙を見ると農業就業人口の減少に伴い、耕
作放棄地面積は増大してきたが近年すこし減少傾向に
ある、それでも平成26年では再生利用可能・困難地を
含めなお約 6,000ha 程度存在している。
農業従事者の減少や高齢化の進行に対応するため、
農業の担い手育成とりわけ新規就農者の育成・確保は、
県及び地域の喫緊かつ重要な課題である。そのため、
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表 12 若者の農村地域に定住意向に関するアンケート調査結果

総人数(人) 人数(人) ％ 理 由 人数(人) ％

150

田舎住みたい 74 49％

自然環境が豊か 67 91％

リッラクス生活できる 59 80％

知地域のつながりが深い 27 36％

田舎住みたくない 76 51％

仕事がない 48 63％

交通不便 47 62％

給料安い 24 32％

(出所：アンケートのもとに筆者作成）



「半農半Ｘ」のライフスタイルを実現するための政策
は早くから島根県において実施されており、自営就
農・雇用就農に加えて、農業の担い手として位置付け
ている。相談～研修～就農の各段階における新規就農
者支援を強化する等により、新たな農業の担い手を育
成・確保している。図10から見ると平成26年度の新規
就農者数は171人となり、平成12年度以降では過去最
多を記録した。
「半農半Ｘ」という取り組みは2010年度から推進し

てきており、現在まで⚕年間が経過し、40名を「半農
半Ｘ実践者」として認定済である。うち36名が現在も
県内各地で半農半Ｘに取り組んでいる。家族を含める
と、これまで76名が定住・定着している。島根県では
これまで支援してきた「自営就農」「雇用就農」とい
う収納形態に加え、新たに IU ターンして「半農半
Ｘ」される方を支援する。この支援の対象は市町村の
認定を受けられた方あるいは県外からの IU ターン者
で年齢65歳未満の人である。支援の内容は主に就農前
研修期間中の研修経費などを一年間で毎月12万円助成
する。まだ、定住定着助成事業で、定住して営農を開
始した場合の営農経費を一年間、毎月12万円助成する。
最終「半農半Ｘ」実践者が営農を開始するための施設
整備の支援を行い、その補助率は 1/3 まで、上限100
万円である。
島根県で「半農半Ｘ」が事業化されて⚕年が経過し、
実績は上がっているが、課題も抱えている。島根県に
移住してきた IU ターン者の所得額水準は移住前より
も減少し、現状の所得についての満足度は低い。農業
部門では所得増加見込みが見込める一方、半Ｘ部門で
は仕事の提案等が必要であり所得の安定が難しい、半
Ｘ部門の仕事に対する継続的な支援が求められている。
行政により仕事内容のサポート及び経済的な支援が今
後も継続的に必要とされている。
島根県には、こうした課題解決に向けて取り組み、
中山間地域の活性化を目的とする中山間地域研究セン
ターという研究拠点が設置されており、地域の調査研
究並びに農業、畜産及び森林・林業の試験研究を総合
的に実施するとともに、研究成果を活かした研修機会
の提供、技術指導、情報提供等を行っている。同セン
ターは、多様な分野の実践家、研究者が連携するシン
クタンク機能を有しており、内外の先進的な知見を政
策立案に活かしている。また、島根県立大学と連携し
文部科学省「地（知）の拠点整備事業（大学 coc 事
業）」を活用した「地域と大学の共育・共創・共生に
向けた縁結びプラットフォーム」に取り組んでいる。
この事により大学の持つ能力を過疎化地域の課題解決
に役立てながら、過疎化地域の課題解決に取り組む実
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践力のある人材育成をも成し遂げている。地域と大学
一緒になって地域文化継承、人口増加、地域交流、観
光開発、地域資源を活用した新商品・サービスを創出
しているのである。
また島根県は現地の大学のみならず県外の大学に対
しても積極的活動している。地域活性化政策の一環と
して龍谷大学との連携による「就職支援事業」を2013
年から実施している。島根県への移住定住促進政策に
大きく貢献している。

⑵ 提案について
① 「半農半Ｘ」の生き方

「半農半Ｘ」事業は島根県では一定の成果を上げて
いるが、実はこのライフスタイルコンセプトの発祥は
綾部市である。綾部市が「半農半Ｘ」をもっと推進す
るため、市役所は移住希望者に対してどんなサポート
をしていくのかを試行錯誤する事が非常に重要だと考
える。本章で述べたように綾部市での若者の雇用先は
限られ、若者が希望する雇用先は少ないため、都市部
に進学した学生の多くは綾部市に戻ってくることは少
ない。農業施策においても、統計で示したように、綾
部市の農業は小規模農業が中心で、大規模な耕作地は
なく、専業農家数も極めて少ない。この現状をみれば
小規模農業と半Ｘの組み合わせの「半農半Ｘ」という
生き方は綾部市で広がる可能性が高い。綾部市では、
市内で新たな小売業、サービス業、飲食魚などを始め
ようとする IU ターン者を支援する制度を設けている。
支援内容は事業の運転資金を毎月⚘万円⚖か月分補助
している。今後綾部市役所は「半農半Ｘ」の施策をさ
らに促進するためどんな政策を取っていけば良いのか。
「半農半Ｘ」の政策でどんな実績が得られているのか。
実施における課題は何かを考察する。そして、常に
PDCA をまわしながら課題解決を図っていく事が重
要であると考える。
綾部市の事例において重要な事は、IU ターン者は
綾部市中心部への移住ではなく、綾部市の農山村の環
境や自然、古民家などに引き付けられて移住している
ことである。綾部市を選んだ理由として、農地、自然、
住居物件という条件が多く挙げられていた、こうした
農山村全般に見られる特徴と共に「半農半Ｘ」など綾
部市独自の魅力や、綾部市の取り組みの手厚さなど独
自の要素が重視されていた点を見逃すことができない。
綾部市では、農業のみで生活は難しいと考えられ、そ
の上就労場所が少ない環境において「半農半Ｘ」の生
き方は綾部市に適したライフスタイルであろう。「半
農半Ｘ」とは農業に携わる暮らしをしながら自分が大
切だと思うこと、大好きな仕事をして社会と関わって
いくという生き方だ。Ｘにあたる部分は、人それぞれ
農的生活をしながら「半農半 NPO」「半農半ライ
ター」「半農半自営業」「半農半保育士」などである。

Ｘの環境をどう作るのか、この事が IU ターン者の就
労問題を解決するキワードであると考える。綾部市の
集落においては、主要産業である第一次産業がそうで
あるように仕事が生活と密接に関係し、かついくつか
の仕事を組み合わせて従事することが行われてきた。
このような「半農半Ｘ」等の多業（ナリワイ）による
生活を積極的に評価することによって、人口減少下に
おいても集落での生活が維持できる可能性がある
（2015年⚘月閣議決定『国土形成計画（全国計画）』）、
創造的な人材が加入することが今後の地方の魅力の創
造において大きな意味を持つと言える。

② 大学連携
島根県では、人口減少問題、地域の担い手問題、地
域資源の維持・保全問題に対して大きな改善効果が
あったと考えられるが、ここに、研究センターや大学
連携事業といった研究機能を有するものが大きく寄与
したと考えられる。この成功事例を綾部市の地域活性
化のため参考すべきだと考える。大学生が綾部市に
戻ってくるようにする為、どんな環境を作るのかを考
える事が非常に大切だと考える。大学をまちづくりの
重要なパートナーと位置づけ、地方公共団体や住民、
NPO 等との多面的な連携協働を進め、地域の再生の
一層の推進を図る事が重要と考える。大学との連携が、
地域にとって町づくりを進める上での貴重なパート
ナーであることは明確で、特に地域の自立的、持続的
ガバナンスの要求への応答、コミュニティの希薄化、
弱体化による新しい「公共」「共助」の仕組みづくり
等において、担い手として地域資源として、人・物・
知識を備えた大学への期待は極めて大きい。大学生連
携による、新たな提案で地域住民の意識改革及び地域
活性化が期待できる。大学教育における内容が地域理
解や地域の良さの発見に果たしている役割は大きいと
考える。地域素材を使って授業を行う「地域素材の教
材化」は、地域の特徴的な産業、職種の人を招いて講
義する「地域人材の活用」などで有り、昨今頻繁に行
われるようになってきた。また総合学習の一環として、
地域の自然や環境や文化の良さを再発見するような取
り組みも行われるようになってきている。これらは農
業、農村地域の良さを、学校が大学生に伝える絶好の
機会となっている。大学と連携することにより、綾部
市についての発信及び綾部市に愛着を持ってもらう事
が、綾部市ファンの創出及び移住や誘客につなげてい
く可能性が大きいと考える。大学からは、この活動を
もって大学の教育活動の一環となる実践的カリキュラ
ム、学生の単位取得の制度化が進められており、両機
能が連携することによる、大学活動創造と地域振興の
両立を構築する事が進んでいる。綾部市の交流窓口
「里山ネット・あやべ」は、様々なイベントを行って
いるが、大学生が綾部市の魅力を感じられるようにす
るにはすれば良いのかを考える事が地域の活性化に貢

232



献する。「里山ネット・あやべ」は、都市農村交流窓
口として機能しているが、大学担当窓口を作るべきで
はないかと考える。大学生向けになるようなコースを
作って綾部市に愛着を持ってもらうと同時に、都市部
では勉強できない知識を身につけられるようにする。
市としても、大学生を受け入れられるようにする為、
どんな環境を作れば良いのかを考える事が大事だと考
える。
大学卒業後、田舎暮らしをしたいと考える大学生も
いると思うが、一番心配な事がらは就労問題である。
雇用の場を増やして若者を募集することは、多くの市
町村にとってそう簡単なことではない。かつて各地で
多額の公費を投じて温泉宿泊施設などが作られた時代
があったが、直接的な投資で新しい職場を市町村が作
ることは、財政事情を考えると極めて困難である。必
要なのは外部の若者との交流事業であると考える。地
域に育ち、地域から外部地域に出た事のない人は地域
にある自然や継承されて来た物を知っていても、今の
時代におけるその価値を理解する事は困難である。こ
れに対して都会で生活してきた大学生たちは、都市で
は絶対に得ることが出来ない地域の価値に簡単に気づ
くであろう。そしてそこから小さなビジネスの可能性
が生まれる。大学連携事業が地域に対してとても重要
だと考える理由もそこにある。

第Ⅴ章 展 望

本研究では、綾部市における移住定住促進政策を調
査すると共に、綾部市に定住した IU ターン者のヒア
リング、龍谷大学政策学部大学生に対するアンケート
調査の分析から移住定住促進政策の持つ意義と課題・
可能性について検討を行った。2014年に発表された
「消滅可能性都市」の議論の中で綾部市は、2010年か
ら30年間での20～39歳の女性人口の減少率51.6％であ
り、京都府の消滅13都市の中に入っている。こうした
状況の中で人口増の取り組みが必要とされるわけだが、
島根県の事例から中山間地域への人口回帰が進みつつ
あることがわかる。これまでも先進的に定住促進政策
に取り組んできた綾部市はこれまでの実績を基礎にこ
の期待に応えられるはずである。
綾部市は2060年時点で9,000人の人口減少抑制を目

指している。これを実現するために住みたくなる綾部
に向け交流・定住促進と住環境整備の為の定住促進政
策を実施している。ただ綾部市に移住してきた理由が
農地、自然、空き家という条件であり、ほかの自治体
と異なる魅力や制度を打ち出す事が不可欠である。そ
して「半農半Ｘ」という生き方を実現することのでき
る環境整備も定住を促進する為の重要なポイントであ
り、綾部市の移住定住促進政策にとって重要な点であ
る。

今後の論文研究を深めるために、綾部市の人口減少
に歯止めをかけるための方法について地域住民の視点
に立って考察を行っていきたい。今後地域づくりの方
向を探りつつ、綾部市の IU ターン者政策の取り組み
が人口減少に対して有効な施策であり、潜在可能性を
持つ事を明らかすると共に、地方消滅に対抗する実践
的な課題解決策として考察する。
綾部市は定住移住に対してかなり力を入れている。
IU ターン者も毎年増えてきており良い実績を残して
いる、この実績は市役所と NPO 団体の努力のおかげ
だと思う。しかし、移住者はバラバラで活動していて
お互いのつながりが少ない。集落の活性化と新しい
IU ターン者の移住を確保するためには、移住者間同
士の間にもっとネットワークを作るべきだと考える。
IU ターン者の経験や個別能力を発揮して地域の活性
化を行う活動したり、自らの経験を生かし新たな移住
希望者の手助けをしたり、移住希望者を呼び集めるた
めに情報発信したりなど、活動を展開すべきだと思う。
これについて本研究ではふれていないが、これから研
究の新しい課題として研究を進めていきたいと考える。
最後に、これからも、現地に移住してきた IU ターン
者に注目し、IU ターン者は地域の定住促進政策を推
進する為、どんな活動をすべきかを焦点として、今後
も研究を進めていきたい。
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